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この『Passport to B Corp（通称、Bパスポート）』
は、ビジネスを通じて社会を変革していく新し
いムーブメントB Corpについて、その世界観
や考え方を学ぶためのツールです。

「社会をよりよくする力としてビジネスを営む」
ためには、具体的にどのように行動していけ
ばいいか。このツールを活用して、ぜひその
問いのヒントを見つけてみてください。

すべてのB Corpは、認証取得の一環として『相互依
存宣言（Declaration of Interdependence）』に署名します。B 

Corpコミュニティの価値観を体現し、「社会をよりよくす
る力としてビジネスを営む」という共通のビジョンに取り
組むことを約束しています。

B Corporation（以下、B Corp）は、2006年にアメリカで
はじまった、ビジネスを通じて社会を変革するムーブメン
トで、社会や環境に対するインパクトや透明性、説明責
任などについて、高い基準を満たし、社会性と事業性
を追求する企業のことです。

パタゴニア、ダノン、オールバーズ、THE BODY SHOP、
Aēsopなどを筆頭に、コスメから銀行、大企業からベ
ンチャーまでさまざまな規模や業種で注目を集め、現在
までに103ヵ国、163業種にわたる1万社以上の企業
がB Corp認証を取得。全体で100万人以上のワー
カーが雇用されています。

※2025年12月時点

企画・編集：asobot inc.（Certified B Corp）
デザイン：山﨑将弘
協力：B Market Builder Japan（BMBJ）
印刷：株式会社大川印刷

再生可能エネルギー100％で、印刷工場が所有する施設や車両、購入した電
力などエネルギーの製造時に排出されるCO2全量をカーボンオフセット（相
殺）した「CO2ゼロ印刷」で印刷しています。また大気汚染の原因物質である
VOC（揮発性有機化合物）を削減したノンVOCインキを使用しています。

B CorpとはPassport to
あなたにとって、

社会をよりよくする会社とは

です。

https://www.bcorporation.net/en-us/certifi cation/出典：

世界のB Corp数 B Corpが広がる業界の数

10,000+ 163

B Corpが広がる国の数 B Corpで働いている人の数

103 1,000,000+

B Lab Global ネットワーク

B Lab Global

B Lab U.S. & Canada

B Lab Africa

B Lab Australia & Aotearoa New Zealand

B Lab Hong Kong & Macau

B Lab Korea

B Lab Singapore

B Lab Taiwan

B Lab UK

B Market Builder China

B Market Builder Japan

B Market Builder Southeast Asia

出典：https://www.bcorporation.net/en-us/movement/global-network/

Sistema B Internacional:

Sistema B Argentina

Sistema B Brasil

Sistema B Chile

Sistema B Colombia

Sistema B Ecuador

Sistema B Mexico

Sistema B Paraguay

Sistema B Peru

Sistema B Uruguay

Sistema B Central America & Caribe

B Lab Europe:

B Lab BeNeLux

(Belgium, Netherlands, Luxembourg)

B Lab France

B Lab Germany

B Lab Ireland

B Lab Italy

B Lab Spain

B Lab Switzerland

B Lab Nordics

(Denmark, Sweden, Finland, 

Iceland, Norway, Greenland)

B Corps in Poland

B Lab Portugal

B Lab とは
すべての人 と々コミュニティ、そして地球の
ベネフィットのために、グローバルエコノミ
ーを変革する非営利のネットワークです。
B Corp認証・Bインパクトアセスメントな
ど、さまざまな基準やポリシー、ツール、プ
ログラムを作成・運用しています。

B Market Builderとは
（Bマーケットビルダー）
Bエコノミーがまだ初期段階にある地域で
活動する組織のことです。主にB Corpと
して認証された企業の活気あるコミュニテ
ィを創造し、成長させることへ焦点をあて
ています。

経済システムというのは、ビジネスによって推進されて
おり、そのビジネスの主要な役割を担う存在によって成
立しています。ただし、現在の経済システムは、「ポジテ
ィブなインパクトを生み出す」という大きな期待に応えら
れていないばかりか、一方で「大きなネガティブ・イン
パクトを生み出している」という課題があります。

B Corpとは

経済システムを変革するムーブメント　　です。

B Labは

Make Business a Force For Good
（ビジネスを社会をよりよくするための力とする）

というスローガンを掲げ、
すべての人 と々地球のための

インクルーシブかつ公平でリジェネラティブな経済

の実現を目指しています。

課題
現在の経済システムは、大きなネガティブなインパクトを生み出しています。

ステークホルダー
そこでB Corpムーブメントは、経済システムの変革を推進するために、ビジ
ネスにおいて「ステークホルダーを重視する」ビジネスモデルの構築を進め
ています。このモデルは、ワーカーやカスタマー、コミュニティ、そして地球環
境のニーズを考慮し、政策や市民社会のパートナーと協力することを特徴と
しています。

グローバル戦略
B Labは、ビジョンを追求するための「5つのグローバル戦略」に注力して
いますが、その中でもB Labが策定した『基準（Bインパクトアセスメント）』を、
「ビジネスが社会をよい方向に変える力となること」を広めるための “中心” 

に据えています。この基準をベースに、B Corpが増え、コミュニティが育ま
れ、コレクティブ・アクション（協働活動）を前進させ、ポリシーチェンジ（政策
変革）を促進しています。

中・長期的な成果
グローバル戦略は、経済システムの変革のための活動において、中間的・
最終的なグローバルアウトカム （成果）の達成を目指しています。これらの戦
略は、ビジネスの役割を再定義し、世界に対するネガティブなインパクトを
是正し、地球環境や社会の営みを「リジェネラティブ（再生可能）」なものにし
ていく新たな経済システムを構築していきます。

環境の劣化と
資源の採取

ウェルビーイングの
低下と社会的な
つながりの喪失

社会的および
経済的な不平等

B Corpの課題意識 B Corpのビジョン Theory of Change
（セオリー・オブ・チェンジ）

出典：https://www.bcorporation.net/en-us/movement/theory-of-change/

Dictionary about B
B Corpを理解する上で重要なキーワード

コレクティブ・アクション（Collective Action）

現代の企業が直面する課題には、一
企業だけでは解決が難しい複雑なテ
ーマが多く存在します。そこでB Corp

では、企業同士が協力しながら社会課
題に取り組む『Collective Action（コ

レクティブ・アクション）』と呼ばれる活動
があります。単なるネットワークや情報
交換ではなく、「同じ志を持つ仲間と力
を合わせることで、より大きいインパクト
を生み出す」ことを目指して、業界や社
会全体に変化を起こすための協働活
動を行っています。

代表的なケース

▼  B Corp Climate Collective

「気候変動」への緊急対応を目的とし
た、世界横断のアクション。CO2排出
量の可視化や削減に向けたツールの
共有、サプライチェーンも含めた気候イ
ンパクトの改善など、単独企業では難
しい取り組みを、共通の枠組みの中で
進めています。環境経営を始めたい企
業や個人にとって、最初の学びの場に
もなっています。

▼  B Corp Beauty Coalition

「化粧品・美容領域」の企業が集まり、
持続可能な業界づくりを目指すコレク
ティブ。環境負荷の小さい容器の開発
や原材料の透明性向上、倫理的なサ
プライチェーンの構築など、消費者に
近い業界だからこそ求められる変革を
協力して進めています。業界横断での
協働研究やガイドラインづくりも行なっ
ています。

▼  WeTheChange

女性リーダーを中心とした B Corp と
パーパスドリブン企業のネットワークで
す。ジェンダー平等、女性のエンパワー
メント、資本の流れの変革をテーマに、
女性がより持続可能で公正なビジネス
を広げるために協働しています。

▼  Desafío 10X（デサフィオ10X）

南米発のイニシアチブで、企業内の所
得格差を「最大10倍以内」に抑えるこ
とを目指す取り組み。賃金の透明性向
上、公正な給与体系づくり、従業員の
生活の質の向上を企業間で連携して
推進しています。

ベネフィット（Benefi t）

B Corpにおいては、企業の利益・収
益（プロフィット）を求めるだけでなく、従
業員や顧客、コミュニティや地球環境
など、さまざまなステークホルダー全体に
「社会的恩恵（ベネフィット）」をもたらす
ことが求められています。「B」の名前
は、このBenefi tを表しています。

ステークホルダー資本主義
2020年1月のダボス会議（世界経済フ
ォーラム）の主題となった『ステークホル
ダー資本主義』は、「株主の利益の最
大化」が最も重要なことだと位置づけ
られていた従来の『株主資本主義』と
は異なり、企業が従業員や取引先、顧
客、地域社会といったあらゆるステーク
ホルダーの利益に配慮すべきという考
え方です。

リジェネラティブ（Regenerative）

近年、「サステナブル（持続可能性）」が
企業にとっての重要なキーワードでした
が、SDGsの達成期限が迫る中、「現
状維持」や「悪影響の最小化」を前提
としたアプローチでは対応しきれない社
会に対して、「よりよい状態」への転換

を志向する「リジェネラティブ（再生可
能）」がその先を見据える概念として注
目されています。地球環境や生態系だ
けでなく、人と人とのつながりや文化
的な営みなど、社会のあらゆる側面に
おいて「再生の契機」を見つけること
が求められています。

JEDI：公正、公平性、多様性、包括

JEDIは、B Corpのゴールを実現する
ための基盤であり、すべての行動を貫く
「行動原則」で、B Corpの基準やポリ
シーにそのフレームワークが組み込ま
れています。
Justice（公正）：すべての人々が公平
に扱われるように、社会的・経済的・
政治的な障壁を問い直すこと。
Equity（公平性）：それぞれの違いや
ニーズを認め、すべての人に公平で安
全な環境を提供すること。
Diversity（多様性）：年齢・人種・性
別・宗教・文化など、多様なバックグラ
ウンドを持つ人 を々組織内に含むこと。
Inclusion（包括）：組織内で多様な個
人が価値を感じ、活躍できるように、参
加と貢献を促進する文化をつくること。

B Corp認証とは
B Corp認証とは、米国のNPO法人B Labが運営す
る国際認証制度です。社会性と利益を両立する事業を
展開する企業が、社会的・環境的パフォーマンスや透
明性、説明責任などについて、B Labが設定した平均
200を越える厳しい基準（Bインパクトアセスメント）をクリアす
ることで取得することができます。

Bインパクトアセスメントとは
Bインパクトアセスメント（略称、BIA）とは、事業活動に関
わるすべてのステークホルダーへのインパクトを測定し、
企業の社会的および環境的なパフォーマンスを評価・
管理するためのツールです。

今回改訂された新基準では、これまでの
ような個別の企業を項目ごとに採点する
「スコア制」から脱却し、「7つのインパク
ト・トピック（Impact Topic）」と「基礎要件
（Foundation Requirements）」で企業を評価し、
コミュニティ全体としての取り組みを重視
する方向に進化を遂げました。

新基準の
インパクト・トピックと
基礎要件

出典：https://www.bcorporation.net/en-us/standards/performance-requirements/

5つの分野（ガバナンス・ワーカー・コミュニティ・エンバイロメント・カス
タマー）に用意された平均 200以上の設問を回答し、企
業を評価します。最終的にスコアが「80点＋」となれば、
B Corp認証となります。

このB Corpの根幹とも言える「基準」は、最初の策定
から常に進化を続け、過去6回の基準改訂を行ってい
ます。そして2025年には、これまでの中でもっとも大き
な改訂が行われ、今後は新基準（B Lab’s New Standards）

を用いた認証プロセスがはじまります。

７つのインパクト・トピック B Corpについて、もっと詳しく学びたい方、
自社ではじめてみたい方など、
日本語でアクセスできるさまざまな情報をご紹介いたします。

B Corp ポータル
B Labから発信されている情報、 
B Corpに関する基礎知識などを
日本語で調べられるガイド
https://bmbj.notion.site/B-Corp-BMBJ-08201009bf7e401395048576c3960488

School of B Corp
B Corpに関心のある人たちが集まる
オンライン・コミュニティ（Discord使用）
https://schoolofbcorp.jp/

The Voice of B Corps
日本のB Corpの “声” を国内外の企業や人に
届けるための連載企画
https://www.instagram.com/bcorpjp/

BMBJの公式WEBサイト
日本でB Corpムーブメントを推進する B Labの
公式パートナーB Market Builder Japanが
運営する公式サイト
https://bcorporation.jp/

Purpose & Stakeholder Governance
パーパスとステークホルダー・ガバナンス

このインパクト・トピックは、B Corpにとっての重要な柱で、企業が意義のあるパ
ーパスをもとに事業を運営し、ワーカー・カスタマー・コミュニティ・地球環境・株主
を含むすべての利益を考慮したステークホルダー・ガバナンス構造が根底に置か
れることを確実にします。ビジネスに対する期待が進化する中で、「パーパスへのコミ
ットメント」と「すべてのステークホルダーに対するアカウンタビリティ（説明責任）」を
改めて重視しています。

Government Affairs & Collective Action
政策への働きかけとコレクティブ・アクション

経済システムの変革を促すためには、企業は「自社の業務」を超えて物事を考える
必要があります。社会的・環境的な課題の根本に取り組む「集団としての活動（コ
レクティブ・アクション）」に参加し、人 と々地球のためになる政策を提言することや、
業種や分野を越えたコラボレーションによる解決策の共有、そして責任ある税務慣
行を通じて公共インフラに公正に貢献することなどを通して、本質的なインパクトを
生み出します。

Environmental Stewardship & Circularity 
環境スチュワードシップと循環性

気候変動が激化し、生態系が重大なティッピングポイント（転換点）を迎える中、企
業は自然との関わり方を根本的に見直さなければなりません。このインパクト・トピ
ックでは、企業は事業運営とバリューチェーン全体において環境へのインパクトを
最小限に抑えるための有意義な行動をとることが求められ、さらに「循環性」を考
慮したパッケージ設計することを奨励しています。

Climate Action
気候アクション

地球の気温上昇と気候変動の影響が加速する中で、企業は極めて重要な役割を
担っています。気候変動対策のインパクト・トピックのもとで、企業は世界の平均気
温上昇を1.5°Cに抑えること、および2050年までに世界の「ネット・ゼロGHG排
出量」の達成を支援するための行動計画を策定します。

Fair Work
公正な働き方

Fair Work（公正な働き方）とは、ワーカーが正当に評価され、意見が聞き入れられ、
エンパワーメントされていると感じられる職場環境を構築することです。Fair Work
の根底にあるのは、企業にとって最大の資産は「人」であると認識することで、その
ような職場環境を整備することで、「より公正で公平な経済」の実現への貢献となり
ます。

JEDI
Justice（公正）・Equity（公平性）・Diversity（多様性）・Inclusion（包括）

JEDIとは、私たち一人ひとりが持つ固有の可能性を最大限に発揮できるよう、障
壁を取り除くための取り組みです。企業が、インクルーシブな採用からサプライヤー
の多様性まで「JEDIの原則」を推進することで、より安全でインクルーシブな職場
と、より公平な経済が実現されます。また、すべての企業が、あらかじめ用意されたリ
ストの中から一定数のJEDIアクションを選び、実行することが求められます。

Human Rights
人権

「人権」を尊重することは、企業にとってもはや選択肢ではなく、当然のこととして求
められています。この新たな人権の基準は、『国連ビジネスと人権に関する指導原
則』（UNGPs）と一致しており、自社の事業運営とバリューチェーンが、どのように
人々に「負の影響」を与えているのかが問われ、それを予防・軽減する行動を求め
ています。これには、従業員・サプライチェーンの労働者・購入者・消費者・顧客
が含まれます。
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　あなたの会社は、
社会的・環境的パフォーマンスを
どのように “意思決定” に
組み込んでいますか?

B Corpの設問は、「社会・環境の視点をどれだけ意思決定に
組み込めているか」を深く問うものでした。取り組めていない部
分に気づく場面も多く、統合の難しさを今も感じています。 一方
で、こうした問いがあったからこそ、私たち自身の意思決定プロ
セスを見直すきっかけとなり、事業の目的や判断軸を “社会に
どう貢献するか” から改めて整理する流れが社内に生まれまし
た。まだ道半ばではありますが、この問いかけそのものが私た
ちの事業をより良い方向に導く原動力になっています。

ハーチ株式会社

社会や環境への配慮を「想い」として語るだけではなく、それを
意思決定や人事評価など、実際の会社の仕組みとして体現で
きているかを問われているところが、非常に本質的だと感じまし
た。特に「社会・環境への影響（外部性）を金額換算して測定
し、財務に反映している」という選択肢では、目に見えづらい価
値を可視化して評価することの重要性が表れていて、社会や
環境への影響を感覚ではなく、定量的なデータで扱っていきた
いと思いました。

株式会社バリューブックス

そもそも、これまで従業員については「正社員」を中心に考えてお
り、「パート・アルバイト・派遣社員」も含むすべての従業員を
（中には週に１～２回のみ働く人もいますので）同等に扱う必要がある
という認識に欠けていました。また、経済保証の観点においても、
「最低賃金」は気にかけていましたが、「生活賃金」という発想を
していませんでした。

株式会社ピープルフォーカス・コンサルティング

日本では「生活賃金（Living Wage）」という概念は一般的でなく、
理解に時間を要した設問でした。しかし、海外（特に東南アジア）
に複数のグループ会社を持つ当社にとっては、非常に重要な観
点でした。国や地域ごとの物価・文化の違いを踏まえて、グロー
バル基準での給与水準や生活の質をどのように確保するかを改
めて考える契機となりました。

株式会社エコリング

▼  社会・環境課題について、会社の使命や事業に関連する内容を
 含む従業員研修を実施している

▼  管理職の職務記述書（ジョブディスクリプション）に、
 社会・環境パフォーマンスを明記している

▼  人事評価（パフォーマンスレビュー）に、社会・環境面の指標を
 正式に組み込んでいる

▼  経営陣の報酬と職務記述書に、社会・環境パフォーマンスを含めている

▼  取締役会が、社会・環境パフォーマンスを審査している

▼  社会・環境への影響（外部性）を金額換算して測定し、財務に反映している

▼  その他（自由記述）

 私たちにとって、「ステークホルダーとは誰なのか?」を改めて考
えるきっかけになりました。アセスメント当時、意識できていたの
は、「顧客・その先の受益者・従業員」くらいでしたが、見落とし
ていた多くのステークホルダーを認識できただけでなく、それぞれ
に対してのコミュニケーションももっとできることがあるはずだと気
づくことができました。

株式会社ファンドレックス

ステークホルダーとの関わり方について、自社で何に取り組むべ
きかをゼロから考える大きなきっかけになりました。最初はどこか
ら始めればいいかわからず苦労しましたが、結果として「ステーク
ホルダーミーティング」や「専門家ヒアリング」など、対話の場を
定期的に設ける文化が生まれました。外部の視点を取り入れる
たびに、自社の立ち位置や社会に果たす役割が少しずつ見えて
きています。対話を重ねながら組織をより良く変えていく̶ その
姿勢こそが、B Corp取得の過程によって育まれたものだと感じ
ています。

ハーチ株式会社

私たちにとって、「お客様・サプライヤー・バイヤー」以外のステ
ークホルダーとの関わり方を考えさせられた設問でした。現状で
は、ステークホルダーとの諮問委員会などを立ち上げる事にまで
は至っておらず、社内に関しては、「代表と社員との個別面談会」
とそのフィードバックによる社内改善、そして「お客様からの声に
よる商品改善」を行っており、地域等に関してはなかなかその機
会がないままになっています。

株式会社ネイチャーズウェイ

　あなたの会社は、
社会・環境パフォーマンスについて、
ステークホルダー（利害関係者）と
どのような形で関わっていますか?

　あなたの会社の
メインの金融機関には、

どのような特徴がありますか?

▼  CDFI（コミュニティ開発金融機関）認証、またはそれに相当する
 社会的投資機関である

▼  B Corp 認証を取得している

▼  Global Alliance for Banking on Values（価値に基づく銀行連盟）の
 加盟銀行である

▼  協同組合型の銀行、または信用組合である

▼  地域社会への貢献を重視する地元銀行である

▼  ステークホルダーが参加する諮問委員会（アドバイザリーボード）を
 設置している

▼  重要なステークホルダーを特定した上で関与方法をまとめた、
 正式なステークホルダー・エンゲージメント計画（または方針）がある

▼  従来、あまり社会に声が届きにくかったグループまたは層を特定し、
 意見を聞くための仕組みをつくっている

▼  ステークホルダーから情報を集めるための定期的で正式なプロセス
 （例：フォーカスグループ、アンケート、地域ミーティング）を実施している

▼  ステークホルダーから得た意見への対応手続きが明確に
 定められており、担当者（または担当チーム）がフォローアップを行っている

▼  収集した意見や評価結果を、取締役会など会社の
 最高意思決定レベルに報告している

▼  ステークホルダーとの対話内容や結果を外部に公開している

▼  その他（自由記述）

この設問のような観点を持っているアセスメントは、そうそう他にない
のではないかと思います。数年前、弊社に新卒の人が加わった際、
「私はまだ給与用の銀行口座を持っていませんが、どこかオススメは
ありますか? 預け入れたお金が望ましくないところに投資されない金
融機関が良いのですが…」と言われたことがありました。利便性だ
けではない、金融機関としてのインパクトに目を向ける。この大切さ
を、当時の私たちは新卒の彼女から学びました。ちなみに彼女はい
ま、弊社のプロジェクト開発で大活躍しています。

株式会社オシンテック

あなたの会社は、
提供している自社の製品や

サービスの成果・効果・影響（インパクト）を
どのように測定・管理していますか?

　あなたの会社の購買（仕入れ）のうち、
過半数を女性または社会的に
マイノリティな人々が所有する

企業からの購入は、全体の何％ですか?

弊社の場合、本の販売を通じて人々に学びや気づきの機会を
提供できているという点で「Education」のインパクトビジネス
モデルに該当していますが、その効果を定量的に評価する仕組
みまでは整えられていないのが現状です。「学びの機会を届け
る」という価値を最大限に活かして社会にポジティブなインパク
トを生み出すためには、その成果を測ることもまた次の責任だ
なと、背中を押されるような設問です。

株式会社バリューブックス

この設問に限らず、Customersの項目では「自社の事業が顧
客にもたらすインパクトをどのように測定・管理しているのか?」
と問われる内容が多く、これまでなかなか結果まで追えていな
かったという事実に直面させられました。これをきっかけに、クラ
イアント向けアンケートの実施などを開始しましたが、「最終的
に顧客においてどのようなインパクトが生じているのか?」まで
はまだ把握できていないことが課題になっています。

ハーチ株式会社

この設問は、普段まったく意識したことがなかった観点で、今回のア
セスメントでは完全に「見送った問い」です。見送りにしたものの、私
たちのようなメーカーではない企業であっても、サプライチェーンに
自覚的になる必要があるのだと気づけたことはとても有意義でした。
さらに、日本社会のマイノリティをどのように定義するのかを議論して
いく中で、「若者（30歳未満）」も企業経営的には少数派だと改めて
認識することができたのは、私たちの今後の経営においてとても大
切な気づきでした。

株式会社アソボット

▼  自社の製品やサービスによって達成したい成果を正式に定義し、
 それに基づく「セオリー・オブ・チェンジ（変革の理論）」を策定している

▼  自社の製品・サービスは、既存の信頼できる研究結果や
 調査データに基づいて、事業モデルを構築している

▼  自社の製品・サービスの開発・改善・提供のプロセスにおいて、ステーク
 ホルダーのニーズや希望を正式に把握する取り組みを行っている

▼  第三者機関によるインパクト基準（例：インパクト関連の製品認証）に適合している

▼  自社の製品・サービスが受益者のニーズや期待に応えているか
 評価するため、短期的な成果（アウトカム）を測定している

▼  自社の製品・サービスが受益者に永続的なプラスの影響を残して
 いるか評価するため、長期的な成果（アウトカム）を測定している

▼  意図的なポジティブな効果だけでなく、意図しない／潜在的な
 ネガティブな影響についても特定し、測定・管理している

▼  想定している成果が出ない原因や、効率が下がる可能性、
 ネガティブな影響を生む原因を特定し、管理している

▼  0%

▼  1～9%

▼  10～24%

▼  25～39%

▼  40～49%

▼  50%以上

▼  わからない

　あなたの会社には、どのような「ローカル（地域）購買・採用」
に関する書面で定められた方針がありますか? 　あなたの会社は、ステークホルダー

（競合企業を含む）とどのように協働し、
社会的・環境的な課題に関する行動や
成果の改善をしてきましたか?（過去2年間）

「地元サプライヤーからの購入」について、これまで考えたことがありません
でした。実際に、地元サプライヤーの調査を行ってみましたが、業界的に関
東と関西に集中しており、対応の可否が分かれる設問だと感じました。各サ
プライヤーの工場についても、把握していたもの以外に今回の調査で改め
て把握できた工場などもあり、また海外については、特定することが出来な
かった所もあるなど、改めてサプライヤー管理の複雑さを理解できた問いで
した。

株式会社ネイチャーズウェイ

当社は、関東圏の中でも1都3県に拠点を10ヵ所置き、地域の顧客と取
引をしていたため、むしろ簡単な設問でした。おそらく、私たちだけではなく
中小企業のほとんどがクリアできる内容なのではないかと思います。逆に、
もしこれが大企業で全国に拠点を構えていたとすると、この設問は非常に
難しいのではないかとも感じました。もちろん、それで地元調達できない大
企業が悪者かといえばそうではなく、「大企業と中小企業がいかにコミュニ
ケーションを取りながら地域発展に貢献できるか?」が課題になるのだと思
います。

マテックス株式会社

「オーナーシップが地元にあること」を推奨しているのが好感が持てます。た
だ、この設問の「従業員」部分については、弊社がオンラインワークを前提
とし、メンバーは世界のどこからでも仕事ができる環境を作っているので適
合しませんでした。「地元に産業を作る」思想はそのままに、例えば、ボラン
ティア活動の現場からも、留学先からも、家族の帯同で海外赴任している
場合でも「どこからでも仕事ができる」というスタイルもまた推奨されて欲し
いなと思います。

株式会社オシンテック

B to Bの業態である私たちにとって、「コミュニティをどう定義する
か?」にずっと頭を悩ませていましたが、この設問と出合ったことによ
って、自社の存在意義を再整理することができた重要な問いでした。
具体的には、これまで私たちが独自で取り組んできた活動（オウンドメ
ディアの制作や、高校・大学での教育活動など）が、ブランディングやボ
ランティア活動ではなく、時間・予算というリソースを割いてでも耕し
ていきたい「コミュニティ活動」だったと発見できたことです。

株式会社アソボット

「地域社会」という言葉の定義を深く考えさせられた設問でした。もともと本
社所在地である兵庫県姫路市への貢献意識は高かったものの、全国への
店舗展開や海外グループ会社の存在を踏まえると、「どこまでを地域社会と
みなすか?」の再定義が必要であると感じました。社内で議論を重ね、自社
として明確な定義を設定できたことで、他の設問回答や実際のアクションに
も一貫性を持たせることができました。

株式会社エコリング

　あなたの会社が事業を行っている
「ローカルコミュニティ」を
どのように定義していますか?

（例：自社が所在する都市圏、郡（カウンティ）、市町村など）

会社のオーナーの過半数（50％超）は、
従業員の3分の2以上が働いている地域と
同じ「ローカル（地域）」に所在していますか?
※ここでの「ローカル」とは、同じコミュニティに属することを指します。

地域の大きさや距離は状況により異なりますが、一般的には都市圏・市町村など、
経済的・文化的につながりのある小規模な地域を意味します

▼  業界内の他企業と、社会・環境に関する基準づくりなどの
 共同イニシアチブに取り組んだ

▼  社会的または環境的なテーマについて、データ提供や学術研究
 への協力を行った

▼  社会・環境課題に関するパネルディスカッションや公開イベントに参加した

▼  他企業やステークホルダーの社会・環境パフォーマンス向上の
 ために、公開リソース（資料・ツールなど）を提供した

▼  各拠点において、地元のサプライヤーから優先的に購入するという書面の方針がある

▼  地元からの購買割合について、正式な目標や数値を設定している

▼  各拠点ごとに、特定の用途ですぐ使える「推奨地元サプライヤー／ベンダーリスト」
 が整備されている

▼  地元のマネージャーを優先的に採用するという書面の方針がある

▼  従業員が会社施設から20マイル（約32km）以内に居住するための
 インセンティブ制度がある

これは、まさにB Corpの本質である「ミッションロック」に関する
設問。即ち、「会社の所有者が変わっても、ミッションを追求し続
けることができるように、現経営陣は何を行っているか?」を問う
ものです。
ガバナンスに関する話題は、どの企業の人たちと議論しても、「日
本版コーポレートガバナンスコードに抵触するようなことは当社は
しない」といった、基本的にマイナスに陥ることを防ぐ話を聞くに
留まることが多いです。また、自社の将来に向けてプラスになるこ
とをやっているという企業に話を聞いても、「MVV（ミッション・ビジ
ョン・バリューズ）を策定し、社内浸透を図っている」というような、
“今の経営をより良くするために行っていること” の議論に終始す
ることが少なくありません。
しかし、この「ミッションロック」という思想は、会社の所有者が誰
であっても（つまり将来、誰に替わったとしても）、この会社がミッショ
ンを追求できるようにするために、「今までに何を行ったか?」「今
何を行っているか?」という問いで、非常に考えさせられました。

株式会社ピープルフォーカス・コンサルティング

自社が普段購入している会社の事務・清掃用品にまで、まさか加点
基準があるとは思っていませんでした。だからこそ、日々の活動の延
長、個人の買い物の延長に「B Corp」が存在しているという気持ち
にもなりました。基本的に難しい内容の設問がたくさんあるので、こ
の設問の選択肢に「その他（具体的に記入してください）」があって、ち
ょっと欲張りな感じにクスッと笑ってしまいました。リラックスして記入
出来た事を思い出します。

株式会社アーチ

　あなたの会社の事業所（オフィスなど）では、
地球環境に配慮した製品を
どの程度購入していますか?

※次のうち「会社の主要な拠点で実際に購入しているもの」を選んでください

　あなたの会社は、
「会社の所有者が変わっても」

社会的・環境的パフォーマンスを意思決定に
組み込み続けられるようにするため、

どのような “法的な対応” を行っていますか?
※この質問は、ミッションステートメントとは別に、B Corpとして認証された
企業に求められる法的要件（Legal Requirement）に関するものです

▼  すべてのステークホルダーを考慮して意思決定することを
 義務づける法的形態を採用するために、
 契約書 （B Corp Agreement）に署名したり、取締役会決議を行った

▼  ステークホルダー全体を考慮する義務はないが、会社のミッション
 を長期的に守るための特定の法人形態やガバナンス構造
 （例：協同組合）を採用した

▼  別の企業に100％所有されている会社である場合、親会社が
 その要件を満たしていなくても、自社として“すべての
 ステークホルダーを考慮すること” を義務づける法的形態を
 採用した（例：Benefit Corporation、B Corp法務要件の完了）

▼  独立企業または上場企業として、“すべてのステークホルダーを
 考慮すること” を義務づける法的形態を採用するため、
 定款などのガバナンス文書を改訂した
 （例：Benefit Corporation、B Corp法務要件の完了）

▼  有害物質を含まない清掃用品（ノントキシックの掃除用洗剤など）

▼  漂白していない／塩素不使用の紙製品

▼  大豆インクなどの低VOC（揮発性有機化合物が少ない）インク

▼  リサイクル素材または環境配慮型のオフィス用品（紙・ペン・ノートなど）

▼  その他（具体的に記入してください）
B Corpとして認証された多くの企業にとって、BIAは認証取得
までの長い道のりの中で、何度も繰り返し時間をかけながら向
き合ってきたものになります。

本企画は、B Corpの新基準が本格始動する今だからこそ、日
本のB Corpの情報がほとんどない中で未知の挑戦をされた
開拓者の方々に、改めて『私たちを唸らせたBIA 5つの問い』と
いうアンケート取材を行い、その回答を基に編集しています。

※以降のアセスメントの内容は、新基準になる以前のBIAに基づく内容です

アンケート取材協力（五十音順）：
株式会社アーチ
株式会社エコリング
株式会社オシンテック
株式会社ネイチャーズウェイ
ハーチ株式会社
株式会社バリューブックス
株式会社ピープルフォーカス・コンサルティング
株式会社ファンドレックス
マテックス株式会社

Bインパクトアセスメント（BIA）では、5つの分野（ガバナンス・ワ
ーカー・コミュニティ・エンバイロメント・カスタマー）に用意された平
均200以上の設問を回答します。業界や会社の規模によって
設問内容は変わりますが、「ビジネスを社会をよりよくするための
力」としていくための問いであることには変わりません。

BIAは、一般的によくある「経営チェックリスト」などとは異なり、
社会をよりよくするための「具体的な視点」を問われることで、自
社を広く深く見つめ直す機会となり、すでにある事業を強化した
り、新たな制度を作ったりするなど、アセスメントを通じて向き合
った設問の数だけ、確実に会社の形態が変わっていきます。

―問われた数だけ、カタチが変わる―

　あなたの会社は、どのようにして
「誰もが参加しやすい採用プロセス」を

つくっていますか?

B Impact 
Assessment

▼  求人票すべてに、多様性・公平性・インクルージョン（DEI）への
 コミットメントを明記している

▼  応募の段階で受刑歴（前科）について質問しない

▼  名前や個人が特定できる情報を伏せた「匿名（ブラインド）審査」を
 実施している

▼  社会的にマイノリティな人々を支援する団体・サービスを通じて
 積極的に採用活動を行っている

▼  求人票のテキストの表現や応募要件について、
 包括性と公平性が保たれているか分析している

特別企画

『私たちを唸らせたBIAの問い、とその理由。』

賃金・保険・福利厚生とは別に、「従業員への投資の時間」を
ポジティブに評価してくれる基準が用意されていて嬉しかった。

株式会社アーチ

BIAのガバナンスの項目でも推奨されている通り、財務諸表を
こまめに開示していますが、そもそも社員がその見方を理解して
なければ意味がないため研修をする意義を感じました。同時に、
社員個人のレベルにおける金融知識も将来設計にポジティブ
な影響があるため、会社として取り組むことは大事だと捉えてい
ます。また、ダイバーシティや環境の問題などについては、それ
ぞれが問題意識を持っていますが、領域ごとの温度差がある
ため、それを埋める意味でも研修は必要だと考えています。

匿名

これまでも、社員の「スキルアップ」につながる外部講座の費用
は積極的に負担してきたつもりでしたが、この設問に出合ったこ
とで、「専門性を高める」以外にも、「クロススキル」「ライフスキ
ル」の研修が必須であることを知り、「社員を成長させるとは、そ
もそもどういう意味か?」という本質を考える機会になりました。
会社を「社会の公器」とするB Corpの発想では、社員は「社
会から預かった貴重な資源」と捉えて人材育成する。一見、き
れいごとのようにも聞こえますが、結果的に会社への定着率が
高まったり、退職後も一緒に何か協働できるような関係性が、こ
の問いによって育まれる気がしています。

株式会社アソボット

　あなたの会社は、
従業員のキャリア形成や能力開発の
ために、どのような研修・教育の
機会を提供していますか?

▼  新入社員向けの正式なオンボーディング（導入研修）プロセスがある

▼  従業員に対して、過去1年以内に業務の核心となる
 スキル研修（職務に必要な研修）を提供した

▼  社内昇進や上位ポジションへの内部採用を促すための方針がある
 （例：求人を社外より先に社内に公開するなど）

▼  キャリアアップや職種転換のためのクロススキル研修を
 提供している（例：非管理職向けのマネジメント研修など）

▼  キャリアに直接結びつかない一般的な生活スキル研修を
 提供している（例：金融リテラシー、英語学習など）

▼  社外での専門能力開発（例：カンファレンス参加、オンライン研修）
 について、予算を確保したり、参加を支援している

▼  大学院・大学の学位取得、専門資格などの高度な継続教育に
 対して、補助金や費用補助制度を提供している

これまで、無意識に多様性を欠く仕組みになっていたことに気づ
くことができ、この問いをきっかけに、採用ページの文言の見直
しと、エントリー時のブラインド選考の実装ができました。

株式会社ファンドレックス

私たちは化粧品会社ということもあり、女性が社員構成の中でも
多く、会社全般で捉えると多様性に富んだ人員構成だと思ってい
ましたが、「受刑歴（前科）」の確認など、日本国内では馴染みの
ない単語があったりと、いろいろと考えさせられた設問でした。

株式会社ネイチャーズウェイ

「名前や個人が特定できる情報を伏せた審査の実施」という選
択肢には頭を抱えてしまいました。そもそも、採用メディア側に
「氏名」「性別」の欄がある限り、自社独自の採用サイトを作成し
ない限りは、日本においては進まないのでは?と感じたからです。
一方で、スーパーやコンビニなどの接客業においては、個性的な
服装やネイル、ピアスを身に着けた人たちに対して世の中は寛
容的になってきているとも感じています。これから日本の企業も、
古き慣習に対して寛容になっていって欲しいと思う内容でした。

マテックス株式会社

　あなたの会社は、従業員の
「社会貢献活動（ボランティア・プロボノ活動など）」を

どのように管理していますか?

　あなたの会社は、正社員に対して
どのように財務情報（※給与情報を除く）を

共有していますか?

　あなたの会社は、
フルタイム換算した従業員のうち、
何％が 「個人として生活できるだけの
最低生活賃金（リビングウェージ）」 を

受け取っていますか?

「社会貢献活動をしているか?」だけではなく、「その活動を支えるた
めの仕組みを整えて、文化として根付かせているか?」を問われまし
た。弊社ではブックギフトなどの活動を継続的に行ってきていますが、
こうした活動を単発で終わらせることなく、社員の時間や意識、社内
の仕組みとして組み込まれていることが求められているのだと感じま
す。こうした姿勢が、B Corpの目指す「持続的な社会参加のあり
方」を的確に示しているように思います。

株式会社バリューブックス

会社として社員と財務情報を共有することに抵抗はありませんでした。
実際に透明化して開示してみると、意外にも会社全体の財務に関心
が薄い社員もいることがわかりました。小さい会社でも、身の回りの
数字だけを見ていて全体に関心が向かない場合があります。財務を
開示するのはリスクに見えますが、目線合わせをするメリットもあると
感じました。

匿名

※学生アルバイトやインターンは含めないでください

▼  従業員に財務情報を共有するための正式な（文書化された）プロセスはない

▼  給与情報を除いたすべての財務情報を、
 年に1回以上従業員に開示している

▼  給与情報を除いたすべての財務情報を、
 四半期ごと（年4回以上） 従業員に開示している

▼  財務情報を共有するだけでなく、従業員向けに財務について
 学ぶための研修・教育プログラムを実施している

▼  従業員への共有に加えて、会社の財務諸表を外部に向けても公開している

▼  この1年間に、会社として「社会貢献活動デー」を主催または企画した

▼  社会貢献活動のための有給休暇（PTO） を提供している

▼  年間20時間以上の有給ボランティア休暇を提供している

▼  会社として、従業員全体のボランティア時間を記録・管理している

▼  会社として、社会貢献活動の目標値を設定している




